
鳥羽伊良湖航路活性化協議会規約（案）

（目的）

第１条 鳥羽伊良湖航路活性化協議会（以下「協議会」という。）は、地域公共交通の活性

化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号。以下「法」という。）の規定に基づ

き、鳥羽伊良湖航路とそれに関連する輸送サービスの実現に必要となる事項を協議する

ことを目的とする。

（業務）

第２条 協議会は、第１条の目的を達成するため、次の業務を行う。

（１） 連携計画の策定及び変更の協議に関すること。

（２） 連携計画の実施に係る連絡調整に関すること。

（３） 連携計画に位置づけられた事業の実施に関すること。

（４） 前３号に掲げるもののほか、当協議会の目的を達成するために必要なこと。

（協議会の構成員）

第３条 協議会は、会長及び委員をもって組織する。

２ 会長は、鳥羽市副市長をもって充てる。

３ 委員は、別表に掲げる者とし、会長が任命又は委嘱する。

４ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員による補充委員の任期は、前

任者の残任期間とする。

（役員）

第４条 協議会に次の役員を置く。

（１）会長 1 人

（２）監事 2 人

２ 監事は、委員の中から会長が指名する。

３ 役員の任期は２年とする。但し役員が欠けたことにより選任された役員の任期は、前

任者の残任期間とする。

（役員の職務）

第５条 会長は、協議会を代表し、その会務を総理する。

２ 監事は、協議会の会計を監査する。

（協議会の運営）

第６条 協議会は、会長が必要に応じて招集する。

２ 会長は、協議会の議長となる。

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、委員の互選により職務を代理する者
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を選任し、その職務を代理する。

４ 協議会の議決方法は、合意を原則とする。ただし、協議が調わないときは出席委員の

多数決によるものとし、可否同数の場合は、会長の決するところによる。

５ 委員がやむを得ない事由のため協議会に出席できないときは、会長を除いて、同一の

団体又は機関に属する者を代理人として出席させることができる。

６ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対して、資料を提出させ、又は

会議への出席を依頼し、意見を聴くことができる。

７ 会議は原則として公開とする。ただし、会議を公開することにより公正かつ円滑な議

事運営に支障が生じると認められる協議については、非公開で行うものとする。

（幹事会）

第７条 協議会に提案する事項についての協議又は調整をするため、必要に応じ協議会に

幹事会を置くことができる。

２ 幹事会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。

（協議結果の取扱い）

第８条 協議会において協議が調った事項について、関係者はその結果を尊重し、当該事

項の誠実な実施に努めるものとする。

（守秘義務）

第９条 協議会の委員は、個人情報その他業務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

また、委員を退任した後においても同様とする。

（報償）

第１０条 協議会に出席した委員に対しては、予算の範囲内で報償を支給する。ただし、

官公庁の職員である者及び利害関係団体を代表する者については、適用しないものとす

る。

（事務局）

第１１条 協議会の業務を処理するため、鳥羽市、田原市において事務局を組織する。

２ 事務局を鳥羽市役所企画財政課内に置く。

３ 事務局に事務局長、事務局員を置き、会長が定めた者をもって充てる。

（補則）

第１２条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関する必要な事項は、会長が別

に定めるものとする。

附 則

この規約は、平成２２年１０月 日から施行する。



別 表（第３条関係）

条 項 構 成 委 員

副市長

観光課長鳥羽市

定期船課長

産業振興部商工観光課長

法第６条第２項第１号

の

委員

田原市

市民環境部市民協働課長

法第６条第２項第２号

の委員
伊勢湾フェリー株式会社 取締役社長

企画観光部交通企画課長
中部運輸局

海事振興部旅客課長

政策部交通政策室長
三重県

農水商工部観光局観光･交流室長

地域振興部交通対策課長
愛知県

産業労働部観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ課長

立教大学観光学部教授

名古屋大学大学院環境学研究科准教

授学識経験者

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティ

ング名古屋本部観光・交流政策グルー

プ長

鳥羽市観光協会 会長

田原市観光協会 理事

鳥羽商工会議所 専務理事

田原市商工会 参事

渥美商工会 事務局長

鳥羽市自治会連合会 会長

田原市校区総代会 副会長

法第６条第２項第３号

の委員

その他鳥羽市・田原市が必要と認める

者
全日本海員組合名古屋支部長



鳥羽伊良湖航路活性化協議会事務局規程（案）

（趣旨）

第１条 この規程は、鳥羽伊良湖航路活性化協議会規約第１１条の規定に基づき、鳥羽

伊良湖航路活性化協議会（以下「協議会」という。）の事務局に関し、必要な事項を

定めるものとする。

（所掌事務）

第２条 事務局は、次に掲げる事項を所掌する。

（１） 協議会の会議に関すること。

（２） 協議会の資料作成に関すること。

（３） 協議会の庶務に関すること。

（４） 協議会の財務に関すること。

（５） 前各号に掲げるもののほか、協議会運営に関すること。

（事務局）

第３条 事務局長は、鳥羽市企画財政課長をもって充てる。

２ 事務局員は、鳥羽市、田原市の職員をもって充てる。

（専決事項）

第４条 事務局長は、次に掲げる事項を専決することができる。ただし、異例又は重要

と認められる事項については、この限りでない。

（１） 事務局の運営に関すること。

（２） 物品の購入その他協議会運営に必要な契約の締結に関すること。

（３） 物品及び現金の出納に関すること。

（４） 前各号に掲げるもののほか、軽易な事項に関すること。

（文書の取扱い）

第５条 事務局における文書の収受、配布、処理編集、保存その他文書に関し必要な事

項は、鳥羽市において定められている文書の取扱いの例による。

（公印の取扱い）

第６条 協議会の公印の種類は会長印とし、公印の名称、形状、寸法、用途、個数及び

管理者は、別表のとおりとする。

２ 協議会の公印の保管、取扱い等については、鳥羽市において定められている公印の

取扱いの例による。

（歳入歳出予算）



第７条 協議会の予算は会長が調製し、協議会に諮るものとする。

２ 協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。

（出納及び現金等の保管）

第８条 事務局長は、会長の命を受けて、協議会の出納その他会計事務をつかさどる。

２ 協議会に属する現金等は、銀行その他の金融機関に預け入れなければならない。

（決算等）

第９条 会長は、協議会の決算を調製し、協議会の承認を得るものとする。

２ 前項の承認を得るにあたっては、監事の監査を受け、その結果を添えなければなら

ない。

（委任）

第１０条 この規程に定めるもののほか、協議会の庶務及び財務に関する手続きは鳥羽

市の例によるものとし、特に必要な事項については、会長が協議会に諮り定める。

附 則

この規程は、平成２２年１０月 日から施行する。ただし、第７条第２項にかかる

平成２２年度の会計年度は、施行の日から翌年３月３１日までとする。



別表 （第６条関係）

名称 形状 寸法（mm） 用途 個数 管理者

鳥 羽伊 良 湖

航 路活 性 化

協 議会 会 長

の印

21×21 一般文書用 １ 事務局長


